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著者は，市または区における事業所数の実力を評価するモデルを提
案している。そのモデルのパラメータを決定するためには，事業所数
の真値が必要であり，これまでｉタウンページのデータを利用してい
た。しかしながら，その掲載件数は年々減少しており，また，提案手
法を自治体等関係者が利活用する場合には，政府統計によるデータの
使用が望ましい。そこで本稿は，総務省統計局経済センサスと国土交
通省国土数値情報ダウンロードサービス，および厚生労働省による厚
生労働統計を用いる。これらのデータによりモデルを構築し，適用事
例として新潟県の市について日常生活の利便性に関するコンパクトシ
ティの実力を評価する。
１．はじめに
本稿の位置付けを示すために，先行研究において提案した数理モデルの
目的とこれまでの成果を述べる。タワーマンションの将来は，“昭和の団地
と同じ”という複数のメディアによる報道（たとえば［1］［2］等）に対し
て，下記の違いにより“回避できる可能性がある”の意見がある［3］［4］。
（1）都心・オフィスに近い
（2）医・食・遊が豊富
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（3）住民層の移動が保たれている
（4）湾岸地区は超高密度のコンパクトシティ
東京都江東区湾岸のタワーマンション地域を考えれば，（1）については，
JR京葉線や東京メトロ，都営地下鉄が最寄り駅であり都心にアクセスしや
すい。（2）の“医・食”については，多数の住民が急増することに伴い，
居住環境に関係した事業所が開業したことをあきらかにしている［5］（以
下，店舗だけではなく，施設等も含むため事業所と総称する）。“遊”とし
ては，イオン，イトーヨーカドー，ららぽーとなどの大型ショッピングモ
ールがある。（3）については，初期のタワーマンションではすでに高齢者
の割合が増加しており，住民層の移動を継続するためには，団地の経緯を
参考として，内的要因は大規模修繕による資産価値の維持，外的要因とし
てはファミリー層への支援施策が必要であることを提言した［6］。
（4）についてコンパクトシティの定義は様々であるが［7］［8］，本稿は
住民の日常生活の利便性を考えた住みやすさに焦点をあてる。買い物や病
院等，徒歩圏内にあることが望まれる事業所の存在である。事業所数が多
い・少ないは，一般的にはその地域の事業所数を人口当たり，または，人
口密度当たりで評価することが多い［5］。しかしながら，その評価はラン
キングとなり，ほかの地域と比較して「充分にある」ことを表すことは難
しい。そこで，地域の標準的な事業所数を示すことができれば，その値と
評価する地域の事業所数を比較することで「充分にある」「不足している」
ことを定量的に示すことができる。そのような事業所数を評価するモデル
の従来研究として，面積と人口から事業所数を求める数理モデル［9］［10］
［11］（［11］の適用事例［12］）がある。著者はこのモデルを活用して，対
象地域の業種ごとの事業所数を評価する手法を提案し［13］［14］，（4）を
あきらかにするため関東一都六県における業種ごとの事業所数についてモ
デルを構築し，評価地域として東京都江東区タワーマンション地域が超高
密度のコンパクトシティに相当しているかを検証している［15］。
一方，このモデルを構築するためには，各地域の業種ごとの真の事業所
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数が必要である。先行研究はWebサイトにて無料で利用できるｉタウンペ
ージ［16］（以下，タウンページ）のデータを利用してきた。しかしなが
ら，
・掲載事業数が近年では減少傾向にある（Figure 1 参照）
・利用者がデータの信頼性を示すことは難しく，また，Webサイトの継続
性（業種の分類やWeb表示仕様の変更等）は提供会社の方針によるため
担保されない
・民間会社から販売されている商品（データ）は高額である
・提案手法を自治体等関係者が利活用する場合は，政府統計によるデータ
の使用が望ましい
などの課題があり，文献［18］において政府統計である経済センサス［19］
のデータを用いた。その結果，生活関連の業種についてタウンページと比
較して偏りがあることを明らかにした。
本稿は“政府統計”として経済センサスのほかに以下を追加する。
・国土交通省による国土数値情報ダウンロードサービス［20］から，施設
に関する郵便局，医療機関，福祉施設の調査結果（本稿はまとめて，国
土数値情報と呼ぶ）。
・厚生労働省による厚生労働統計［21］から，医療施設調査，社会福祉施
Figure 1　タウンページ掲載件数（全国）の推移（文献［17］より著者作成）
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設等調査，介護サービス・事業所調査の結果（本稿はまとめて，厚生省
と呼ぶ）。
そして提案手法の汎用性を示すために，これまでの
〈モデル構築地域：関東一都六県，評価地域：東京都江東区〉
に代わり，
〈モデル構築地域：関東甲信越地方，評価地域：新潟県見附市等〉
を取り上げる。見附市を取り上げる理由は，国土交通省主催の公共施設や
住宅を中心部に集めるコンパクトシティのモデルとなる都市を表彰する
「平成29年度　第1回コンパクトシティ大賞」の最高賞を受賞［22］［23］し
ていることによる。さらに，新潟県の各市が取り組むコンパクトな都市
［24］のなかでも定住自立圏1）を目指す長岡市と糸魚川市を評価する。
２．数理モデルと評価方法
2.1　数理モデル
概要と構築方法を示す（導出等の詳細は文献［13］［14］を参照）。
業種別事業所数＝k・可住地面積^a・夜間人口^b （1）
のちに評価する地域を除いたデータから，式（1）の両辺の相関が最大値に
なるときのパラメータk, a, bを求める。先行研究は式（1）左辺の業種別事
業所数をタウンページから取得したが，本稿は政府統計から取得する。可
住地面積（以下，面積）および夜間人口（常住人口に同じ。以下，人口）
は，総務省統計局による統計データ「統計でみる都道府県・市区町村のす
1）文献［24］に掲載されている長岡市と糸魚川市以外の市は，都市の魅力向上，街なかの再生，
市街地活性化，土地利用や公共交通の充実を目標に取り組む。長岡市と糸魚川市が取り組む
定住自立圏は，安全・安心，快適に暮らせる圏域，市民が安全安心に暮らすことができる持
続可能な地域社会を目指している
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がた（社会・人口統計体系）」［25］を参照する。なお，人口は業種によっ
ては昼間人口を用いた方が相関が高い場合もある。本稿の目的である住民
の日常生活の利便性に関する業種では，夜間人口の方が相関が高い［13］。
a, bをそれぞれ0～1の範囲において0.001刻みで計算をおこない，最小二乗
法により相関係数が最大値となるときのk, a , bを記録する。
2.2　評価方法
業種ごとに前述で求めたk, a, bを用いて式（1）の右辺を算出する。面積
と人口は評価したい地域のデータである。算出結果を「モデルによる事業
所数」とおく。一方，評価する地域の事業所数をモデル構築と同じく政府
統計から取得する。これを「真の事業所数」とおく。式（2）により業種別
の偏差を求めて評価をおこなう。
偏差＝真の事業所数－モデルによる事業所数 （2）
すなわち，偏差が正の値で大きい程ほかの地域と比較して事業所が多く，
偏差が負の値で大きい程その逆である。
３．モデル構築のための地域と評価対象地域
3.1　構築のための地域
先行研究は関東一都六県を対象としたが本稿で評価する地域は新潟県で
あり，新潟県を含む関東甲信越地方（東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県，
茨城県，群馬県，山梨県，長野県，新潟県）を対象とする。
次に各都道府県の市と区を対象とするが，その対象地域は先行研究と同
じである。例をあげて説明する。1,2,3,…を区分番号とすると，
1：○○県，2：茨城県日立市，2：栃木県宇都宮市，
2：埼玉県さいたま市，3：さいたま市西区，4：川越市，
事業所数評価モデル
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5：入間郡，6：入間郡三芳町，7：東京都三宅村
このなかで，除外する区分を示す。
・評価対象地域（3.2節参照）
・5,6,7はデータに欠損または事業所数が1桁等の少ないため
・東京都23区は顕著に人口と事業所が多いため
・区を所有する市のデータ（たとえば「2：埼玉県さいたま市」は「3：さ
いたま市○○区」の合計であり3のデータを用いる，すなわち○○市○○
区のデータを用いる）
・1の県別データ
まとめると，2（区がある市を除く）と3,4の区分番号であり，先行研究の
関東一都六県の206地域に対して，本稿は266地域である。
3.2　評価地域
１章で述べた新潟県の市のほかに，比較のために同県および他県の市を
取り上げ，Table 1 にまとめる（新潟県の県名のみ省略）。見附市と面積・
人口が同等地域として，千葉県大網白里市と山梨県韮崎市を選択する
（Figure 2 参照）。長岡市と糸魚川市に対してFigure 2 と同手法で上越市，
茨城県常陸大宮市を取り上げる。一方，ほかの観点から比較する地域を考
える。文献［26］は毎年全国813市を対象として，安心度・利便度・快適
度・富裕度・住居水準充実度を点数化してランキングを発表している。こ
のなかで，本稿の目的である住民の日常生活の利便性から「安心度」と「利
Table 1　評価地域一覧
市 対象とする根拠
見附市 コンパクトシティ大賞受賞
長岡市，糸魚川市 定住自立圏を目指す（１章参照）
千葉県大網白里市・山梨県韮崎市 見附市と比較（Figure 2参照）
上越市 長岡市と比較（Figure 3参照）
茨城県常陸大宮市 糸魚川市と比較（Figure 3参照）
佐渡市，東京都青梅市，千葉県印
西市，山梨県中央市 住みやすさランキング上位
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便度」（付録Ⅰ参照）を対象とし，「安心度」で対象地域の上位である佐渡
市（23位），東京都青梅市（26位），「利便度」で千葉県印西市（3位），山
梨県中央市（8位）を取り上げる。Figure 3 にすべての評価対象地域の面積
と人口の散布図を示す。
Figure 2　見附市と比較対象地域の選定
Figure 3　評価地域の面積と人口
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４．調査業種
タウンページの業種は，コンビニエンスストアや歯科，内科などに細分
化されている。しかしながら，経済センサスでは調査時の回答選択肢は細
分化されているが公開ではまとめられ［19］，また，国土数値情報は統計の
目的が位置情報であるため対象業種が少ない［20］（付録Ⅱ参照）。厚生省
の厚生労働統計は医療・福祉・介護関係である［21］（付録Ⅲ参照）。共通
する業種を選択し評価に用いる業種をTable 2 にまとめる。
５．モデル構築と評価結果
４章の業種ごとに，3.1節に示した地域のデータを用いて，2.1節に示し
たモデルのパラメータ探索結果をTable 3 に示す。相関係数の最小値は0.80
でありモデルが成立すると判断する。
Table 2　評価に使用する業種
経済センサス中分類番号
○×：タウンページとの整合性 国土数値情報 厚生省
76 飲食店 ○
該当なし 該当なし
56 各種商品小売業
58 飲食料品小売業 ○
43 道路旅客運送業
定期観光バス等含む ×
83 医療業 ○ 医療機関 医療施設＊1
85 社会保険・社会福祉・
介護事業 ○ 福祉施設
社会福祉施設等
＋介護サービス＊2
60 その他小売業
化粧品，金物，楽器等，
コンビニ*含む
×
該当なし 該当なし
81 学校教育，小学校等含
む ×
86 郵便局 ○ 郵便局 該当なし
＊1  経済センサスと国土数値情報の分類にあわせて，一般病院総数，一般診療
所数，歯科診療所数を合算して扱う
＊2  調査対象となる事業所の法律（老人福祉法，生活保護法，身体障害者福祉
法，児童福祉法，社会福祉法，学校教育法等）から，厚生省の社会福祉施
設等調査と介護サービス施設・事業所調査を合算して扱う
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政府統計で同じ業種が揃う，経済センサス：83医療業，国土数値情報：
医療機関，厚生省：医療施設について，Figure 4～Figure 6 に相関を示す。
横軸が真の事業所数（政府統計による事業所数），縦軸がモデルパラメータ
探索結果（相関係数が最大値，Table 3）の値を用いたモデルによる事業所
数である。これらの結果はどの政府統計でもモデルが成立することを示し
ている。
参考までに業種別α ,βの比率をFigure 7 に示す。医療関係は人口（β）
の影響が強く，郵便局は面積（α）の影響が強いことがわかる。この知見
は人口密度当たりでは明らかにすることができない。なお，国土数値情報
の福祉施設のみ面積の比率が高いが，現時点では理由が不明なため今後の
課題としたい。
3.2節に示した地域を評価する。業種別の偏差（式（2）参照）をFigure 
8 ～ Figure 10（縦軸が偏差）に示し，考察を以下にまとめる。
・全体において偏差の正負は概ね同じ傾向を示す。
・評価したい新潟県の各市（長岡市，見附市，糸魚川市）において，Figure 
8, Figure 10 の業種については，偏差がほとんど正であり，負の値でも
小さく「充分にある」と判断する。
・Figure 9 の業種については，ほとんどの市で「不足している」が印西市
Table 3　モデルパラメータ探索結果
業種 a b k 相関係数
経済セ
ンサス
76 飲食店 0.14 0.86 4.62 0.87
56 各種商品,小売業 0.19 0.81 0.05 0.81
58 飲食料品小売業 0.16 0.79 3.03 0.95
83 医療業 0.04 0.96 1.90 0.96
85  社会保険,社会福祉,
　 介護事業 0.11 0.86 1.62 0.95
86 郵便局 0.33 0.59 0.25 0.91
国土数
値情報
医療機関 0.04 0.96 1.32 0.95
福祉施設 0.33 0.67 0.98 0.80
郵便局 0.33 0.58 0.26 0.90
厚生省
医療施設 0.03 0.96 1.36 0.95
社会福祉施設等+介護 0.13 0.85 1.63 0.96
事業所数評価モデル
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Figure 4　（経済センサス）83医療業
Figure 5　（国土数値情報）医療機関
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に比べれば負の値が小さい。比較して人口が多い青梅市（Figure 3）の
方が問題であろう。
・長岡市と上越市を比較すると，Figure 8, Figure 9 では同じ傾向である
が，Figure 10 では長岡市よりも上越市が充実している。
・糸魚川市と常陸大宮市に顕著な違いは見られない。
Figure 6　（厚生省）医療施設
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Figure 7　モデルパラメータα,βの比率
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Figure 8　郵便局数
Figure 9　 （経済センサス）医療業，（国土数値情報）医療機関，
（厚生省）医療施設
・Figure 8 において偏差が大きい長岡市，上越市，佐渡市はFigure 3 のな
かで面積が大きい（トップ3）。５章（Figure 7）で指摘したように，郵
便局は公的機関であり，結果的に利用者の分布よりもボロノイ分割等に
よる考え方で配置されるとも考えられる。
〈見附市について〉
・Figure 9 の負の偏差が小さい。コンパクトシティ大賞の受賞理由は同市
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の健幸2）に対する評価であり，健康を維持・管理する関連事業所の充実
度に関係があるとも推測される。
・見附市と大網白里市，韮崎市を比較すると若干韮崎市の方が良い（正の
偏差が大きい）結果である。
・見附市と中央市がほぼ同じ結果である。中央市について文献［26］によ
れば，“山梨大学医学部・同大学附属病院があり，医療・保健福祉・介護
サービスなどを総合的に推進する連携強化を期待”とあり，見附市の健
幸に対する取り組みと類似性があると考える。
６．おわりに
面積と人口から業種ごとの事業所数を評価する提案手法において政府統
120
80
40
0
－40
－80
経済センサス 国土数値情報 厚生省
長
岡
市
上
越
市
見
附
市
糸
魚
川
市
常
陸
大
宮
市
大
網
白
里
市
韮
崎
市
佐
渡
市
青
梅
市
印
西
市
中
央
市
Figure 10　 （経済センサス）社会保険,社会福祉,介護事業，（国土数値情報）
福祉施設，（厚生省）社会福祉施設等＋介護サービス
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2）文献［27］より引用：“市では，身体の健康だけでなく，人々が生きがいを感じ，安心して
豊かな生活を送れる「健幸」なまちづくり「スマートウエルネスみつけ」を推進しています。
「食生活」「運動・スポーツ」「生きがい」「健（検）診」の4つの分野から成る「いきいき健
康づくり」に加え，健康に対して関心が薄い市民でも健康になれるようなハード整備や仕組
みづくりなどを通じ，住んでいるだけで自然に健康になれるまちを目指しています。
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計のデータを使用した。適用事例として新潟県のコンパクトシティ（日常
生活の利便性）に取り組む市を考察し，本稿の範囲では医療機関の充実が
望まれることを示した。
今後の課題を以下にまとめる。
・医療機関や社会福祉施設は，施設規模の大小があるため，事業所数では
なく定員や病床数による検討も考えられる。
・関東甲信越地方から拡大して，たとえば文献［26］との比較として全国
813市によるモデル構築をおこなう。
・より正確な事業所数（人員による調査やアンケート郵送による回答依頼
ではなく漏れがない正確な事業所数）により提案手法の検証をおこなう。
・文献［26］によれば，本稿で取り上げた新潟県見附市は“各地域をつな
ぐ公共交通網もできあがっており，自動車がなくても，歩いて充実した
1日を過ごせるようになっている”と紹介されている。本稿が評価したい
コンパクトシティの定義は，このように日常生活に必要な事業所が徒歩
圏内に「充分にある」であり，事業所数のみならず，見附市の徒歩圏内
という事例からGISを利活用して考察をおこなう。
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An Examination of a Compact City in Niigata Prefecture Using
 a Model that Calculates the Number of Facilities
from an Area and its Population
Noriaki SAKAMOTO
《Abstract》
A correct value for the number of an area’s facilities is necessary to 
decide the parameter of a model that calculates both the number of facilities 
from the area and its population. Previous studies used data from the Town 
Page. However, the number of facilities on the Town Page is declining year 
by year, and persons concerned with local government hope to use 
government figures. This paper uses the “Economic Census” (Statistics 
Bureau), the “National Land Numerical Information download service” 
(Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism), and the 
“Statistical Surveys Conducted” (Ministry of Health, Labour and Welfare). 
In this way, it can evaluate a compact city in Niigata Prefecture.

